
◎本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の

推進に関する法律 
（平成二八年六月三日法律第六八号）（参）   

一、提案理由（平成二八年四月一九日・参議院法務委員会） 

○矢倉克夫君 ただいま議題となりました本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解

消に向けた取組の推進に関する法律案につきまして、発議者を代表いたしまして、提案

の趣旨及び主な内容を御説明申し上げます。 

近年、本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由として、適法に居住する

その出身者又はその子孫を我が国の地域社会から排除することを扇動する不当な差別的

言動が行われ、その出身者又はその子孫が多大な苦痛を強いられる事態が頻発化してお

ります。かかる言動は、個人の基本的人権に対する重大な脅威であるのみならず、差別

意識や憎悪、暴力を蔓延させ地域社会の基盤を揺るがすものであり、到底許されるもの

ではありません。 

もとより、表現の自由は民主主義の根幹を成す権利であり、表現内容に関する規制に

ついては極めて慎重に検討されなければならず、何をもって違法となる言動とし、それ

を誰がどのように判断するか等について難しい課題があります。 

しかし、こうした事態をこのまま看過することは、国際社会において我が国の占める

地位に照らしても、ふさわしいものではありません。 

本法律案は、このような認識に基づき、憲法が保障する表現の自由に配慮しつつ、本

邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組について、基本理念を定め、

及び国等の責務を明らかにするとともに、基本的施策を定め、これを推進しようとする

ものであり、いわゆるヘイトスピーチを念頭に、本邦外出身者に対する不当な差別的言

動は許されないとの理念を内外に示し、かかる言動がない社会の実現を国民自らが宣言

するものであります。その主な内容は次のとおりです。 

第一に、前文を置き、我が国において、近年、不当な差別的言動により、本邦の域外

にある国若しくは地域の出身である者又はその子孫であって適法に居住するもの、すな

わち本邦外出身者が多大な苦痛を強いられるとともに、地域社会に深刻な亀裂を生じさ

せており、このような事態を看過することは、国際社会において我が国の占める地位に

照らしてもふさわしいものではないという本法律案の提案の趣旨について規定するほか、

このような不当な差別的言動は許されないことを宣言することとしております。 

第二に、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の定義を置き、専ら本邦外出身者に

対する差別的意識を助長し又は誘発する目的で公然とその生命、身体、自由、名誉又は

財産に危害を加える旨を告知するなど、本邦の域外にある国又は地域の出身であること

を理由として、本邦外出身者を地域社会から排除することを扇動する不当な差別的言動

をいうこととしております。 

第三に、基本理念として、国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の



必要性に対する理解を深めるとともに、本邦外出身者に対する不当な差別的言動のない

社会の実現に寄与するよう努めなければならないこととしております。 

第四に、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関する施策の

実施について国及び地方公共団体の責務を規定することとしております。 

第五に、基本的施策として、国は、相談体制の整備、教育の充実等及び啓発活動等を

実施することとしております。また、地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえ

て、当該地域の実情に応じ、これらの基本的施策を実施するよう努めることとしており

ます。 

以上がこの法律案の提案の趣旨及び主な内容であります。 

本邦外出身者に対する不当な差別的言動が許されず、その解消に向けた取組が必須で

あることについては、参議院法務委員会において、実際にかかる言動が行われたとされ

る現地への視察や真摯な議論を通じ、与野党の委員の間で認識が共有されたところであ

ると考えます。 

何とぞ御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、参議院法務委員長報告（平成二八年五月一三日） 

○魚住裕一郎君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

次に、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法

律案は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題であることに鑑み、

その解消に向けた取組について、基本理念を定め、及び国等の責務を明らかにするとと

もに、基本的施策を定め、これを推進しようとするものであります。 

委員会におきましては、本法律案において禁止規定がない理由とヘイトスピーチへの

抑止効果の有無、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に含まれる範囲とヘイトスピ

ーチの定義の在り方、基本理念の趣旨と本法律案が国民に期待すること、本邦外出身者

に対する不当な差別的言動の解消に向けた国及び地方公共団体の役割、ヘイトスピーチ

を伴うデモに対する警察の対応の在り方等について質疑が行われました。 

本法律案に対しては、自由民主党及び公明党を代表して矢倉理事より、本邦外出身者

に対する不当な差別的言動の定義に「本邦外出身者を著しく侮蔑する」を加えるととも

に、附則に検討条項を加える修正案が提出され、原案及び修正案に対する質疑が行われ

ました。 

委員会における質疑の詳細は会議録によって御承知願います。 

なお、本法律案の審査に先立ちまして、川崎市の社会福祉法人青丘社ふれあい館への

視察を行いました。 

質疑を終局し、討論に入りましたところ、民進党・新緑風会を代表して小川委員、日

本共産党を代表して仁比委員より、原案及び修正案に賛成する旨の意見がそれぞれ述べ



られました。 

討論を終局し、採決の結果、修正案及び修正部分を除く原案はいずれも全会一致を  

もって可決され、本法律案は修正議決すべきものと決定いたしました。 

なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成二八年五月一二日） 

○矢倉克夫君 私は、ただいま議題となっております本邦外出身者に対する不当な差別

的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律案に対し、自由民主党及び公明党を代表

いたしまして修正の動議を提出いたします。その内容は、お手元に配付されております

案文のとおりであります。 

これより、その趣旨について御説明申し上げます。 

本法律案は、いわゆるヘイトスピーチの解消が喫緊の課題であることに鑑み、本邦外

出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組について、基本理念を定め、及び

国等の責務を明らかにするとともに、基本的施策を定め、これを推進しようとするもの

であります。 

 本法律案に対する本委員会での審議等を踏まえ、本邦外出身者に対する不当な差別的

言動の定義に「本邦外出身者を著しく侮蔑する」を加えるとともに、附則に検討条項を

加える修正を行うため、本修正案を提出するものであります。 

 以下、主な内容について御説明申し上げます。 

 第一に、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の定義に「本邦外出身者を著しく侮

蔑する」を加えることとしております。 

 第二に、不当な差別的言動に係る取組については、この法律の施行後における本邦外

出身者に対する不当な差別的言動の実態等を勘案し、必要に応じ、検討が加えられるも

のとすることとしております。 

 以上が修正案の趣旨であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年五月一二日） 

 国及び地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題

であることに鑑み、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきである。 

一 第二条が規定する「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」以外のものであれば、

いかなる差別的言動であっても許されるとの理解は誤りであり、本法の趣旨、日本国

憲法及びあらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約の精神に鑑み、適切に対処

すること。 

二 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の内容や頻度は地域によって差があるもの

の、これが地域社会に深刻な亀裂を生じさせている地方公共団体においては、国と同

様に、その解消に向けた取組に関する施策を着実に実施すること。 



三 インターネットを通じて行われる本邦外出身者等に対する不当な差別的言動を助長

し、又は誘発する行為の解消に向けた取組に関する施策を実施すること。 

  右決議する。 

三、衆議院法務委員長報告（平成二八年五月二四日） 

○葉梨康弘君 ただいま議題となりました各法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法

律案について申し上げます。 

 本案は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題であることに鑑

み、前文において、かかる言動が許されないものであることを宣言した上、その解消に

向けた取り組みについて、基本理念を定め、及び国等の責務を明らかにするとともに、

基本的施策を定め、これを推進しようとするものであります。 

 本案は、参議院提出に係るもので、去る五月十八日本委員会に付託され、二十日、参

議院議員矢倉克夫君から提案理由の説明を聴取した後、質疑を行い、質疑を終局いたし

ました。次いで、採決の結果、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと

決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年五月二〇日） 

 国及び地方公共団体は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべき

である。 

一 本法の趣旨、日本国憲法及びあらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約の精

神に照らし、第二条が規定する「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」以外のも

のであれば、いかなる差別的言動であっても許されるとの理解は誤りであるとの基本

的認識の下、適切に対処すること。 

二 本邦外出身者に対する不当な差別的言動が地域社会に深刻な亀裂を生じさせている

地方公共団体においては、その内容や頻度の地域差に適切に応じ、国とともに、その

解消に向けた取組に関する施策を着実に実施すること。 

三 インターネットを通じて行われる本邦外出身者等に対する不当な差別的言動を助長

し、又は誘発する行為の解消に向けた取組に関する施策を実施すること。 

四 本邦外出身者に対する不当な差別的言動のほか、不当な差別的取扱いの実態の把握

に努め、それらの解消に必要な施策を講ずるよう検討を行うこと。 


